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第１章 業務概要 

 

１ 業務名 

大阪市立美術館大規模改修工事基本設計業務 

 

２ 計画施設概要 

本業務の対象となる施設（以下「対象施設」という。）の概要は次のとおりとする。 

（１）施設名称 ： 大阪市立美術館 

（２）敷地の場所： 大阪市天王寺区茶臼山町１－82(天王寺公園内) 

（３）施設用途 ： 美術館 

 

３ 特記仕様書の適用 

（１）特記仕様書に記載された特記事項の中で「■」印の付いたものを適用する。 

（２）表中各欄に数字、文字、記号等を記入する事項については、記入してある事項を適用する。 

（３）「□」印又は取消線で抹消した事項は、全て適用しない。 

 

４ 業務区分 

区分 本館改修 地下展覧会室設備改修 

基本設計業務 本業務 本業務 

実施設計業務 ※１ ※１ 

工事監理業務 ※２ ※２ 

※１ 実施設計業務は、基本設計者への委託を予定しているが、基本設計と並行して設計・施工

一括（ＤＢ）発注も検討する。 

※２ 工事監理業務の委託先は未定。 

 

５ 履行期間 

基本設計業務：契約締結日から令和３年３月 31日（予定）まで 

 

６ 設計与条件 

以下に示す他、「大阪市立美術館大規模改修モデルプラン（Ｈ31年度）」など、第２章 ２（６）

参考資料等による 

（１）敷地の条件 

ア 敷地面積：約 83,202㎡（全体 260,077㎡） 

イ 用途地域：第２種住居地域(建ぺい率 80％、容積率 200％) 

ウ 防火地域：準防火地域 

エ その他の地域地区：風致地区(茶臼山風致地区)、都市計画公園(天王寺公園)、 

埋蔵文化財包蔵指定地(茶臼山古墳、天王寺公園遺跡)、 

都市景観形成区域、バリアフリー重点整備地区 

（２）施設の概要 

 延べ面積 建築面積 構造 規模 完成年 備考 

本館 12,726㎡ 4,850㎡ 
鉄骨鉄筋 

コンクリート造 

地上３階 

地下１階 

昭和 11年 

(1936年) 
登録有形文化財 

地下 

展覧会室 
4,885㎡ 0㎡ 

鉄筋 

コンクリート造 

地上－階 

地下３階 

平成４年 

(1992年) 
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計 17,611㎡ 4,850㎡     

（３）構造耐力等 

本館は、平成 26年度に実施した耐震診断を参考とするとともに、大阪市の方針に従い、本工事

によってＩｓ値≧0.75以上となるよう耐震補強するように設計すること。 

 

７ 本業務の概要 

（１）本館の改修工事に係る基本設計 

本改修工事の目的を達成するため、「大阪市立美術館大規模改修モデルプラン（Ｈ31年度）」に基

づき室配置を見直すなど、本館における以下の項目その他に関して基本設計業務を行う。 

①  収蔵・保管環境の充実 

・収蔵庫や展示準備室等の充実 

・展示品の搬入動線の整理 

・ごみ搬出動線の整理 

②  展示の魅力向上 

・展示ケースの配置の整理 

・展示室空間の仕様の改善 

③  集客力向上 

・多目的講堂の整備 

・カフェ・トイレ・ロッカー等の利用者施設の充実 

・エレベーターやエスカレーターなどバリアフリーを意識した計画 

④  教育普及環境の整備 

・市民参加エリアの再編 

・スタッフエリアの充実 

⑤  耐震性能向上 

・Ｉｓ値 0.75以上を確保する耐震性能の向上 

・特定天井の改修による耐震性能の向上 

⑥  老朽設備機器の更新 

・老朽設備機器の更新 

⑦  エントランス改修 

・アクセスの向上 

 

（２）地下展覧会室の設備改修工事に係る基本設計 

地下展覧会室における以下の項目その他に関して基本設計業務を行う。 

①  既設設備の改修 

・地下展覧会室の単独運用に必要な各種仮設設備等の設置・改修 

・その他既設設備の改修 

 

８ 本改修工事のスケジュール（参考） 

令和２年度・・・・基本設計 

令和３年度・・・・実施設計 

令和４・５年度・・工事 

令和６年度中・・・リニューアルオープン予定 

 

９ 業務上の留意事項 
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（１）受託者は、大阪市立美術館大規模改修工事基本設計者選定公募型プロポーザル実施要領におけ

る所定の条件を踏まえるとともに、本業務の実施にあたり、関係法令及び関連条例等の遵守を

徹底すること。 

（２）受託者は、本業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を行うこと。 

（３）本業務の実施にあたり、地方独立行政法人大阪市博物館機構（以下「本機構」という。）は別

途、品質管理、コスト管理、スケジュール管理などに係わる技術力を補完する目的でコンスト

ラクション・マネジメント事業者（以下「ＣＭＲ」という。）と、コンストラクション・マネジ

メント業務委託を契約しているため、本業務に関し、本機構からの指示に基づいて、ＣＭＲか

ら依頼等が行われた場合には、これを本機構からの指示として対応すること。 

（４）美術館の建物は登録有形文化財であり、また、隣接する慶沢園については市の指定文化財であ

ることを踏まえたうえで業務にあたること。 

（５）今後、これまでの想定を超える量の集中豪雨等も考えられるが、そういった場合においても室

内が浸水することのないよう、また、漏水に対しても万全の備えを十分に検討すること。 

（６）本業務の実施にあたり、施設全体のセキュリティ計画や防災計画について、十分な検討を行う

こと。 

 

第２章  業務仕様 

本特記仕様書に記載されていない事項は「公共建築設計業務委託共通仕様書（平成 31年度版）」

による。この場合「調査職員」を「発注者」と読み替える。 

なお、基本設計者、発注者、ＣＭＲの役割分担については別紙「事業関与者役割分担表」によ

る。 

 

１ 設計業務の内容及び範囲 

（１）一般業務の内容及び範囲 

一般業務の内容と範囲は平成 31年国土交通省告示第 98号別添一に掲げるものとする。 

ア 基本設計 

■建築（総合）基本設計に関する標準業務 

■建築（構造）基本設計に関する標準業務 

■電気設備基本設計に関する標準業務 

■機械設備基本設計に関する標準業務 

イ 一般業務における業務対象範囲 

一般業務のうち、本業務における業務対象範囲は下記のとおりとする。 

業務内容の項目 

基
本
設
計
に
関
す
る
業
務 

(１) 設計条件等の整理 
(ⅰ) 条件整理 

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議 

(２) 
法令上の諸条件の調査及び

関係機関との打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査 

(ⅱ) 建築確認申請等に係る関係機関との打合せ 

(３) 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ 

(４) 基本設計方針の策定 
(ⅰ) 総合検討 

(ⅱ) 基本設計方針の策定及び建築主への説明 

(５) 基本設計図書の作成 

(６) 概算工事費の検討 

(７) 基本設計内容の発注者への説明等 
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（２）追加業務の内容及び範囲 

■工事費概算（主要数量積算、参考見積徴収等による単価設定、工事費内訳書の作成） 

・基本設計に基づき、公共建築工事積算基準等に準じて、各々の工事費を概算する。 

・工事費内訳書は、棟別かつ部位別の構成にて、エクセルファイルにて作成すること。 

・単価については、①刊行物、②積算基準等による歩掛、③３社程度の見積比較、④市場調査

価格の順とする。 

■現況調査 

・本業務を進める上で必要となる改修対象施設等の現況について、参考資料等や現地調査によ

り調査を行い、発注者に報告すること。 

・現況調査に当たっては、仕上げや設備の劣化・不具合状況も併せて調査し、その結果を本業

務の中で行う改修や更新の優先度合いの検討に資すること。 

・現地調査に当たり、事前に貸与する参考資料等の内容を十分に理解した上で、現地調査の計

画を発注者に立案し、協議の上で現地調査を行うこと。 

■文化財的価値についての机上調査 

 ・本館部分の文化財登録状況を確認の上、文化財的価値に関する不明点を抽出し、発注者に調

査計画を立案の上、協議すること。 

・本館建設時の設計内容や、工事施工の方法、竣工時の出来上がり状況、その後の利用状態、

改修工事の履歴等について、文献や記録などの机上調査で可能な範囲を明らかにし、報告書

にまとめること。 

・机上調査した上でなお不明な点については、実施設計段階での調査等を立案すること。 

■撤去予定建材等のアスベスト等含有調査 

・これまでの調査結果や対策状況等を把握した上で、本工事対象となる建材等について、含有

可能性を判断し、基本設計及び工事費概算に反映すること。 

・本業務で含有の有無が判断できないものについては、実施設計段階での調査等を立案するこ

と。 

■特定管理廃棄物等の残存調査 

・ダイオキシン、ＰＣＢ等の特別管理廃棄物やフロンなどについて、関係法令に基づき適切に

対処するために、使用箇所、数量、含有量等を調査すること。 

□電波障害予測調査（机上検討） 

・電波障害予測ソフト等による障害範囲予測図の作成 

□敷地現況測量調査 

・地籍測量は発注者にて実施している。基本設計者はこれを基にして、敷地の現況平面測量、

地盤高低測量、真北測量について、調査計画を立案し、発注者の承諾を受けて実施するこ

と。調査終了後は、速やかにＣＡＤデ－タ含む成果物や記録写真を発注者に提出すること。

調査範囲は配布資料に示す。  

・現況平面測量では、各種設計で必要と思われる工作物（周辺建物・工作物、前面道路、水

路、側溝、電柱、樹木、マンホール、舗装など）の位置や種類を現況平面図に図示する 

・高低測量は、前面道路を基準に、10ｍグリッドで変化点含めて測量し、現況平面図にＴ.Ｐ.

＋で表記する。 

・真北測量は、特定行政庁が定める方法がある場合はその方法で行い、ない場合は日影観測と

する。磁北との差異を記載。 

□設計に必要となる地盤調査 

□土壌汚染対策法第４条の届出業務 

・土壌汚染対策法第４条の届出に必要な資料を作成し届出る。 
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□建築確認申請手続業務（必要な資料の作成を含む。） 

□建築確認申請等各関係官公署等届出に要する大阪府証紙費用（必要な資料の作成を除く。） 

□建築基準法に基づく許可申請手続業務（必要な資料の作成を含む。） 

（許可申請内容：                      ） 

□都市計画法に基づく許可申請手続業務（必要な資料の作成を含む。） 

（許可申請内容：                      ） 

□大阪府景観条例の手続業務（必要な資料の作成を含む。） 

□耐震診断判定委員会の手続業務（必要な資料の作成を含む。） 

□市町村指導要綱による中高層建築物の届出書の作成及び申請手続業務（標識看板の作成、設置

報告書の届出） 

□防災計画評定又は防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続業務 

□省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続業務 

□建築物省エネ法関係の申請手続業務 

□建築物総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ－建築(改修)）による評価に係る業務 

・Ａランクを目安に設計する。 

□市有施設の計画から建設、運用、廃棄に至るまでのライフサイクルを通じた二酸化炭素排出量

等を用いて行う総合的な環境保全性能の評価業務 

□リサイクル計画書の作成 

■工事手順・工事工程の検討と概略工事工程表の作成 

■コスト縮減検討書の作成 

・基本設計時に、発注者と協議し、次の事項について取りまとめを行う。 

①コスト縮減対策として有効なものとして採択した事項 

②今後の実施設計の中で具体的に検討のうえ採否を決めるべき事項 

□コスト縮減検討書の作成 

・実施設計時に、発注者と協議し、次の事項について取りまとめを行う。 

①コスト縮減検討中間報告書に記載した事項の、実施設計段階での検討結果（コスト縮減提

案の最終採否） 

②その他、実施設計時にコスト縮減対策として採択した事項 

□災害応急対策活動に必要な施設その他特別な性能、機能、設備等を有する市有施設の設計等に

おける特別な検討及び資料の作成（建築非構造部材の耐震安全性に関する特別な検討、特殊な

設備機器を有する室の設計に係る特別な検討等） 

■発注者が行う基本設計先行型デザイン・ビルド方式による工事発注の検討への協力 

■透視図作成等 

□模型製作等 

 

２ 業務の実施 

（１）一般事項 

ア 基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等に基づき行う。 

イ 工事費概算業務は、発注者の承諾を受けた基本設計図書及び適用基準等に基づき行う。 

（２）適用基準等 

適用基準等は関係法令のほか、次の基準等による。 

なお、受注者は業務の対象である施設の設計内容及び業務の実施内容が技術基準等に適合する

よう業務を実施しなければならない。 
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基準等（最新版とする。） 備考 

ア 共通 

・官庁施設の基本的性能基準 

・官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説 

・官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説 

・官庁施設の環境保全性に関する基準 

・官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準 

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築工事共通費積算基準 

・建築物解体工事共通仕様書・同解説 

・建築工事における建築副産物管理マニュアル 

・省エネルギー建築設計指針 

・建築設計業務等電子納品要領（案） 

・建築ＣＡＤ図面作製要領（案） 

・大阪府における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃

棄物の再資源化等の促進等の実施に関する指針 

・大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン 

・大阪市景観計画 

・大阪市景観読本 

・大阪府公共事業景観形成指針 

 

イ 建築 

・建築工事設計図書作成基準 

・敷地調査共通仕様書 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・木造建築工事標準仕様書 

・建築設計基準・同解説 

・建築構造設計基準・同解説 

・建築工事標準詳細図 

・擁壁設計標準図 

・建築鉄骨設計基準・同解説 

・構内舗装・排水設計基準 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築木造工事標準仕様書 

・既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設計指針 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・津波に対し構造耐力上安全な建築物の設計法等に係る追加的知見に

ついて（技術的助言） 

・津波浸水想定を設定する際に想定した津波に対して安全な構造方法

等を定める件 

・津波避難ビル等に係るガイドライン 

・津波避難ビル等の構造上の要件の解説 

 

ウ 建築積算 

・公共建築工事標準単価積算基準 

 



 

7 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編）・同解説 

・公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

・公共建築工事内訳書作成要領（建築工事編） 

エ 設備 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・建築設備計画基準 

・建築設備設計基準 

・建築設備工事設計図書作成基準 

・排水再利用・雨水利用システム計画基準 

・建築設備耐震設計・施工指針 

・建築設備設計計算書作成の手引 

 

オ 設備積算 

・公共建築工事標準単価積算基準 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築設備工事内訳書標準書式（設備工事編）・同解説 

・公共建築工事見積書標準書式（設備工事編） 

・公共建築工事内訳書作成要領（設備工事編） 

 

（３）プロポーザル方式による手続きを経て業務を受注した場合の業務履行 

受注者は、プロポーザル方式による手続きを経て設計業務を受託した場合には、業務提案書に

より提案された履行体制により当該業務を履行する。 

（４）提出書類 

本業務の実施に当たっては、下記の書類を遅滞なく提出すること。 

様式名 作成者 宛名 提出時期等 

建築士法に基づく重要事項説明 受注者 理事長 契約時 

業務工程表 受注者 理事長 契約後 14日以内 

管理技術者通知書 受注者 理事長 契約後遅滞なく 

管理技術者経歴書 受注者 理事長 契約後遅滞なく 

主任技術者通知書 受注者 理事長 契約後遅滞なく 

主任技術者経歴書 受注者 理事長 契約後遅滞なく 

履行期間延長請求書 受注者 理事長 延長を必要とするとき 

業務変更工程表 受注者 理事長 発注者からの請求後 14日以内 

管理技術者変更通知書 受注者 理事長 変更後遅滞なく 

業務完了通知書 受注者 理事長 業務完了の日 

業務報告書 受注者 理事長 引渡しのとき 

前払金請求書 受注者 理事長 保証契約後に請求しようとする日 

委託金額請求書 受注者 理事長 検査完了後に請求しようとする日 

業務打合せ記録簿 受注者  その都度２部（１部は受注者用） 

貸与品等借用書 受注者 理事長 発注者から引渡しの日から７日以内 



 

8 

（５）管理技術者等の資格要件 

管理技術者、建築（総合）主任技術者、建築（構造）主任技術者、電気設備主任技術者、機械

設備主任技術者、及びコスト管理主任技術者を配置するものとし、それぞれ次に掲げる資格を満

たすものとする。 

①管理技術者；一級建築士 

②建築（総合）主任技術者；一級建築士 

③建築（構造）主任技術者；構造設計一級建築士 

④電気設備主任技術者；建築設備士又は設備設計一級建築士 

⑤機械設備主任技術者；建築設備士又は設備設計一級建築士 

⑥コスト管理主任技術者；建築コスト管理士、建築積算士又は一級建築士 

※「管理技術者」とは、設計業務の管理及び統括等を行う者をいう。 

※「主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括する役割

を担う者をいう。 

※上記④又は⑤のいずれかは、設備設計一級建築士の資格を有すること。 

※管理技術者と建築（総合）主任技術者の兼任は認めるが、その他各設計主任技術者との兼任

については認めない。 

※管理技術者については、代表構成員となる企業と直接的かつ３か月以上の恒常的な雇用関係

にあること。 

※建築（総合）主任技術者は、代表構成員又は構成員となる企業と直接的かつ３か月以上の恒

常的な雇用関係にあること。 

（６）参考資料等 

■大阪市立美術館構造調整・基本計画報告書（Ｈ26年度） 

■大阪市立美術館改修基本計画（Ｈ26年度） 

■大阪市立美術館大規模改修にかかる基本計画策定支援及び技術的調査・検討業務報告書（Ｈ29

年度） 

■大阪市立美術館大規模改修モデルプラン（Ｈ31年度） 

■施設管理用一般図 

■過去の改修工事等の設計図等 

（７）打合せ及び記録 

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、発注者に提出すること。 

ア 業務着手時 

イ 発注者又は管理技術者が必要と認めた時 

ウ その他（             ） 

（８）成果物の取り扱いについて 

提出されたＣＡＤデータ等については、当該施設に係る工事の請負業者に貸与し、当該工事に

おける施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理に使用することがある。 

（９）使用機器及び材料 

ア 使用機器・材料は可能な限り汎用品又は標準品を採用すること。 

イ ライフサイクルコストの低減を考慮し、かつ大阪府グリーン調達方針に基づく品目の採用に

努めるものとする。 

 

３ 成果物 

（１）成果物及び提出部数 

  ●基本設計 
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成果物 規格 縮尺 部数 備考 

■建築（総合）     

■建築（総合）基本設計図書 適宜  ３  

・計画説明書     

・設計概要書     

・面積表及び求積図  適宜   

・敷地案内図  適宜   

・特記仕様書    解体処分含む 

・仕上表    現況→改修後を対比する 

・配置図  適宜   

・平面図（各階）  適宜  現況→改修後を対比する 

・断面図  適宜  現況→改修後を対比する 

・立面図  適宜  現況→改修後を対比する 

・矩計図  適宜  現況→改修後を対比する 

・工事手順計画図  適宜  地下展覧会室の単独運用

に必要な仮設も含む 

     

■建築（構造）     

■建築（構造）基本設計図書 適宜  ３  

・構造設計概要書     

■電気設備     

■電気設備基本設計図書 適宜  ３  

・電気設備設計概要書     

■機械設備    昇降機設備含む 

■機械設備基本設計図書 適宜  ３  

・機械設備設計概要書     

■その他     

■工事費概算書 Ａ４  ３ エクセルファイル含む 

■概略工事工程表 適宜  ３  

■コスト縮減検討書 適宜  適宜  

■基本設計概要説明書 適宜  適宜 公表用 

■各種調査報告書 Ａ４  適宜  

■各種技術検討資料 適宜  適宜  

■各記録書 Ａ４  適宜  

※建築（総合)設計図は、適宜、追加してもよい。 

※成果物は、ケースに入れ納品すること。 

※電子成果物（ＣＤ－Ｒ）の提出部数は２部とする。 

※電子データ等の提出については、「建築設計業務等電子納品要領(案)」及び「建築ＣＡＤ図面

作成要領(案)」による。なお、保存形式はＤＸＦまたはＪＷＷとする。 

※発注者の求めに応じて、必要な紙面等を提出すること。 

（２）業務内容の確認 

基本設計完了時には、発注者と協議を行い発注者の要求等の確認を行うこと。 

（３）その他 

ア 設計変更等 
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設計完了後であっても、次に記載する事項で発注者の指示があった場合においては、原則

として無償で設計図書等の作成を行うものとする。 

(ｱ) 設計の不備等により設計変更が生じたとき 

(ｲ) その他やむを得ない理由により設計変更が生じたとき 

イ 設計内容についての助言等 

設計完了後、発注者が設計内容についての助言等を求めた場合においては、これに応じる

ものとする。 

ウ 分割発注用の設計図書等 

分割発注用の設計図書等を作成するよう発注者の指示があった場合は、その指示に従い、

(１)の成果物を提出するものとする。 

エ 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

(ｱ) 市が発注する建設工事及び建設工事に係る調査、測量、設計、監理等の業務（以下「発

注工事」という。）において、暴力団員等による不当介入（不当要求（応ずべき合理的な

理由がないにもかかわらず行われる要求をいう。）及び妨害をいう。以下同じ。）を受け

た場合は、断固としてこれを拒否するとともに、市への報告、所轄の警察に通報及び捜

査上必要な協力（以下「通報等」という。）を行うこと。 

(ｲ) (ｱ)により所轄の警察等に通報等を行った場合は、市へ速やかにその内容を記載し、書面

により発注者に報告すること。 

(ｳ) 発注工事において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる

等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 


